
市民意見募集（パブリックコメント）結果 

 

 「第６期和歌山市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画（素案）」に関するご意見を募集した結果、

２７件のご意見をいただきましたので、次のとおり公表します。 

 

■募集案件の概要 

 

募集案件 第６期和歌山市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画（素案） 

受付期間 平成２６年１２月１５日～平成２７年１月１６日 

ご意見の件数 ４名・２７件 

 

■ご意見の概要と市の考え方 

 

No ご意見の概要 市の考え方 

１ 

素案Ｐ８６ 人材の育成について 

介護従事者の人手不足が慢性化していること

は、市当局においても充分理解され、悩まれて

いる事と存じます。 

 多くの事業所も同様の悩みをもち、それぞれ

に取り組みがされています。 

国の施策として介護雇用プログラムが実施さ

れていますが、対象者は県全体で１００名にも

満たないのが現状と聞いています。 

 利用する高齢者が増える（需要）ことは明ら

かで、持続可能な制度設計がもとより求められ

るところでありますが、保険者として、介護職

員をどのように確保（供給）するのか、本計画

に言及がなされていないことに疑問と不安を覚

えます。 

保険者（市）、団体、事業者、市民が知恵をし

ぼり、市民参加型の協働でこれまでになかった

キャンペーン企画を張る、イメージアップに市

報を活用することなど、積極的な保険者（市）

としての関与や、福祉コース設置を高校に要請

するなど、行政ならではの活動を真剣に考える

べきではないでしょうか。 

厚生労働省の調査でも、このままの人材確保施

策を継続した場合、２０２５年には全国で介護

従事者は、後３０万人不足するという結果とな

っており、介護従事者の確保が課題とされてい

ます。 

第６期和歌山市高齢者福祉計画及び介護保険

事業計画策定委員会の会議におきましても、介

護従事者の人材不足について、「小中学校の段

階で、福祉分野について興味をもってもらうよ

う教育委員会へ働きかけてはどうか」という意

見も出ており、将来を見据えた施策を検討しま

す。 
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危機的な事態を回避するため第６期におい

て、現状の認識及び、保険者としての取り組み

を要望します。 

２ 

和歌山市へ虐待の疑いが通報されていたに

もかかわらず、介護を受けられず不幸にも亡く

なるという痛ましい事件が起こり新聞等に報

道されている。第６期計画では、こういう悲惨

な事件が起こらないようにどうするか具体的

に検討が必要と考える。 

同時に、介護を行っている家族の支援をどう

するか、安心して介護と仕事が両立できるよう

方策が検討されるべきである。 

高齢者の虐待相談やその後の具体的な支援

については、高齢者・地域福祉課、地域包括支

援センター、介護保険課、警察、民生委員等と

連携して対応しているところです。 

 しかし、本市も超高齢社会にはいっており、

高齢者数の増加と相俟って、虐待事案も頻出す

るものと予想されますので、今後とも、より細

やかな対応ができるよう、各関係機関と連携を

密にするとともに、組織の強化を図っていきた

いと考えています。 

 

３ 

計画では、地域密着型特養２９床を３カ所

（前期分２９床追加）である。これらの計画で

は待機者の解消にならない。和歌山市民の生

活、高齢者の生活を考えて根本的にどうするか

の計画が必要である。 

また、グループホームの計画もあるが、グル

ープホームの待機者は減っても特養の入所の

待機者は減らない。そもそも、グループホーム

での入所者で特養への入所待機者を把握して

いないから適切な計画かどうか分からない。 

特定施設入居者生活介護事業所の設置も計

画に入っているが、この施設に関しては入所の

待機者は無い状態である。この施設を増やして

特養の待機者が減る一切無い。本当に減るとい

うのであれば理由を知りたい。 

地域密着型特別養護老人ホームは、和歌山市

民だけが利用できる特別養護老人ホームとな

っており、整備することにより、和歌山市民で

待機者となっている方の解消につながると考

えています。 

また、特別養護老人ホームの待機者の中に

は、グループホームや特定施設入居者生活介護

施設に入居される方もいるため、待機者の解消

につながると考えています。 

４ 

訪問介護に関しては、ヘルパーを依頼をする

が、どこのヘルパー事業所もヘルパーが足らな

い状態になっている。特に夜間や土曜・日曜日

のサービス提供が出来ない状況になっている。

ヘルパー事業者の空き情報を市が利用者・ケア

マネに情報提供を行う必要がある。更には、市

の責任でヘルパーの養成を行いヘルパーの派

ヘルパー事業者の空き情報の提供につきま

しては、平成２７年１月１日現在、和歌山市に

訪問介護事業所が２４３あり、空き情報の集約

提供となると現状では非常に困難だと考えま

す。 

ヘルパーの養成については、意見の１と同様

に課題とさせていただきます。 
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遣・訪問介護事業を行う必要があるのではない

か。民間任せでは、現状は打開できない。 

痰の吸引や経管栄養のできる在宅のヘルパー

の養成も市の責任で行って頂かないと利用者

に迷惑がかかる。 

５ 

４８ページ（４）権利擁護の推進 

 市民後見人の育成と、市民後見人がメンバー

の後見を受けることが出来る法人の組織作り

なども、検討してほしい。 

 

市民後見人の育成等については、関係機関と

協議の上、後見人の養成や後見人に対する監

督・支援を行うためのスキームづくりをどのよ

うに構築していくかを研究していきます。 

６ 

４６ページ ③介護家族への効果的な支援 

 介護している家族への慰労金などの制度も

検討してほしい。（例えば、要介護３以上の方

を１年見ている人に、商品券など） 

 

検討させていただきます。 

７ 

５０ページ 介護予防の推進 

 市民一人一人が積極的に運動などに取り組

めるよう意識付けはなかなか困難と思われま

す。例えば、運動教室に一定期間取り組み、実

際体力が向上した人へ、景品を出すなどあれ

ば、運動に取り組む人数を増やすことが出来る

のではと思います。（他の市町村では、積極的

に予防に取り組んだ人へ医療費を減額するな

どの制度もあると聞きました。） 

 また、ボランティアに取り組んだ人に、その

時間を将来自分に援助が必要になった時に使

える時間預金制度と連動するなど、頑張れば報

われることを形にしてもらえれば、より取り組

む意欲が増すのではないでしょうか。 

 

介護予防活動に取組む意欲のある６０歳以

上の方を募り、地域で介護予防活動を展開する

人材育成を目的に「市民ボランティア養成講

座」を実施しております。講座修了後に、自主

的に運動グループを立ち上げ、地域の方が運動

に参加できるよう取組んでおられます。今後も

介護予防の意識づけと積極的に運動に取組め

るような体制を整え支援していきます。 

 ６５歳以上の高齢者が、ボランティア活動を

通じて高齢者自身の健康増進、社会参加活動を

通じた介護予防を推進することを目的に、介護

支援ボランティアポイント制の導入を検討し

ていきます。 



4 

 

８ 

３８ページ民生委員児童委員との連携 

民生委員が聞き取った地域の住民一人一人

の情報や思いは、個人情報保護条例の影響もあ

り、紙ベースの情報として集積されず民生委員

の頭の中で止まっている場合があると聞きま

す。 

 地域の歴史を残すことや、一人一人の思い

（将来誰に看取ってもらいたいとか尊厳死な

ど）をデータベースに残すことは、その人が認

知症になった時、安心して暮らすために必要で

す。もちろん任意後見制度などありますが、敷

居が高くまずは民生委員が持っている情報を

地域包括支援センターに集約、もしくは民生委

員が代わった時も引き継げるようファイルの

整理と、それができる民生委員の数を確保する

事（担当人数が多いと対応できないので）も検

討できないでしょうか。 

 個人個人の情報をまとめれば、地域の歴史の

資料になりますし、地域の活性化見える化につ

ながるのでないでしょうか。 

 

民生委員は長期的に支援が必要な方の情報

を福祉票にまとめています。 

この福祉票は民生委員が交代する際には、引

き継がれていきます。 

民生委員の定数に関しては、厚生労働大臣が

定める基準を条例化し、規則で定数を定めてい

ます。（基準では、中核市の民生委員１人あた

りの世帯数を１７０～３６０と定めており、和

歌山市は約２４０世帯になります。） 

地域包括支援センターへの個人情報の集約

については、地域包括支援センターに情報を提

供する旨の本人同意が必要になりますので、民

生委員等が必要に応じて同意を得ています。 

現在も、見守り等の必要が生じた場合、地域

包括支援センターと民生委員が連携して対処

を行っています。 

９ 

２７ページ、３３ページ 自立して安心安全に

暮らすために 

 一人暮らしの方が困るのが、入院した時、だ

れがお金を下ろし家と病院を往復し洗濯物な

どを取りに行ってもらえるかです。 

 現状、ヘルパーがすることもありますが、対

応できないケースもあります。 

 そこで、パートナー登録制度などはできない

でしょうか。 

 例えば、入院など、援助が必要になった時に、

お金の引き出しなどを含め、家との往復をして

くれる人を、市役所で付けてもらう制度です。 

 社協の権利擁護が利用できればよいですが、

すぐには利用できないので、その間のつなぎと

なる制度が必要と思われます。 

 また、市役所への控除の申請など、ケアマネ

が対応するケースもありますが、これも本来は

現在、介護保険制度の給付対象外となる高齢

者で、日常生活を営むことに支障がある方を対

象に、生活管理指導員を派遣して、日常生活や

家事に対する支援を提供する事業を実施して

いますが、日常的な金銭管理の手伝いをするこ

とはできません。 

日常生活に不安を抱える方々に、どのような

施策が適切なのか、今後とも研究していきたい

と考えます。 
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問題であり、社協の権利擁護事業の拡充で対応

なども検討してもらえればと思います。（現状

予算が厳しく、受け入れできる人数に制限があ

るので）もしくは、好きなときにパートナーと

登録する（市民後見人がその場合対応するのが

いいかもしれません）制度も検討できないでし

ょうか。 

 

10 

２２－２３ページ 口腔栄養について 

 一人で食事をするのと、家族など数人で食事

をするのでは、生活の質が違うと思います。通

常は一人でする食事より家族や友人と食事を

する方が楽しいでしょう。ですので、今後、食

事の回数だけでなく、自分以外の他人と一緒に

食事をした回数もアンケートをとればより効

果的な実態把握ができるのではないでしょう

か。 

 

今後のアンケートの参考にさせていただき

ます。 

11 

２４ページ 金銭管理 

 金銭管理が出来ないと答えた方に、では誰

が、金銭管理したのかもアンケートを今後とっ

てみてはどうでしょうか。 

 家族、後見人、知り合い（親戚関係でない）

などの違いは実態把握につながるのではない

でしょうか。 

 

今後のアンケートの参考にさせていただき

ます。 

12 

４１ページ おむつ 

 希望者に対してオムツ代の実費を給付する

制度も新しく検討できないでしょうか。（障害

福祉制度における給付に準じた形） 

 また、予算的に厳しければ、給付対象を狭め

る事も検討してはどうでしようか。（要介護３

以上に限定するなど） 

 

現在、市内に居住する 65 歳以上の常時失禁

状態にある寝たきり高齢者、または認知症高齢

者の方を対象に、紙おむつの現物給付を行って

います。 

給付対象を狭めることは、希望者のニーズに

逆行することになりかねませんので、現行のサ

ービスを維持していきたいと考えております。 

13 

４０ページ 理美容 

 年２回では少なく、年４回程度に増やせない

でしょうか。 

 

利用回数の引上げについては、現状、困難と

考えます。 
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14 

１７ページ 

 圏域ごとに人数はばらつきがありますが、地

域包括支援センターの委託金は今までどおり

一律なのでしょうか。 

 また、人数に合わせて比例割で考えているの

でしょうか。 

 

和歌山市では平成２７年度から、各地域包括

支援センターは担当圏域の高齢者人口にもと

づいて三専門職種（保健師・社会福祉士・主任

ケアマネ）を配置しなければならなくなりま

す。各センターには、三職種の人員数に比例し

た人件費をお支払いする予定です。 

15 

６６ページ 公共交通機関の整備 

 公民館とスーパーを結ぶなどを市から提案

できないでしょうか。現状、一部のスーパーで

買い物バスを走らせていますが、今後補助金の

制度などもできないでしょうか。 

 また、歩行器を利用している人は、歩行器を

乗せたり降ろしたりが困難で、外出の障害にな

ります。そこで、バスに同乗し、歩行器の乗せ

おろしや買い物の援助などもしてくれるボラ

ンティアを市役所で組織し、その人たちにバス

に無料で乗ってもらい、手伝いをしてもらうよ

うバス会社とコラボレーションできないでし

ょうか。 

 

 バス路線については、公民館（コミセン）や

スーパーなど、需要のありそうなところや地区

要望のあるところについて路線の再編や新設

を検討いただくよう、事業者に働きかけ協議を

行っています。 

 また、バス乗降時の障がい者の方への対応に

ついては、現在、運転手が行っている状況です

が、ご提案いただきましたボランティアのバス

同乗の実施の可能性について、事業者も含め検

討していきたいと考えます。 

16 

８５ページ １（２）情報開示 

 介護者の家族から和歌山市は介護事業所の

うわさなどの掲示板がないと、不満を聞きま

す。そこで市役所のホームページに口コミ情報

を掲示できる掲示板を作ってもらえないでし

ょうか。 

 市が管理者になることで、情報の信頼性が上

がりますし、地域連携のきっかけ作りになるこ

とも予測されます。 

 

市のホームページで、民間の介護事業所に対

しての個人的な感想等を掲載することは、好ま

しくないと考えています。 

なお、介護事業所の情報につきましては、都

道府県がインターネット等で公表している「介

護サービス情報公表システム」をご利用してい

ただけます。 
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17 

５５ページ 訪問型介護予防事業 

 地域には口の堅い人に話を聞いてほしいと

要望している人がいます。包括センターや派出

所、保健所などで個別に対応していますが、こ

の予防事業の対象を広げてそのような人への

援助は出来ないでしょうか。また、傾聴ボラン

ティアなどが対応していますが、そのような組

織へ委託で対応するというのも検討できない

でしょうか。 

 

市内に居住する特定高齢者（基本健康診査に

て、閉じこもり、認知症、うつ等のおそれがあ

る方）を対象に、生活機能に関する問題点を総

合的に把握し、必要な相談・指導を実施する事

業であり、傾聴希望の方すべてに事業を拡大し

ていくことは困難なのが現状です。 

今後、ボランティアの育成等により、傾聴の

ニーズにも対応していくことができるよう検

討してまいります。 

 

 

18 

５８ページ 世代間交流の推進 

 現在は、成人式だけですが、１０年ごとに集

まる（３０才式～６０才式～８０才式、できれ

ば１００才式まで）式典を企画できないでしょ

うか。 

 また、２０歳と６０歳の式を同時にするなど

して、別世代が同時に顔合わせする場所を提供

できれば、交流も進みますし、１０年ごとに集

まる仲間がいるとなれば、地域への愛着もわく

し、晴れの場があるというのは、生きがいにも

なると思うので、これは強く検討を依頼しま

す。 

 

 高齢者と若い世代との交流については、より

よい地域づくりのために必要と考えておりま

す。 

ご意見をいただいた件につきましては、今後

事業企画の参考とさせていただきます。 

19 

３６ページ 地域包括支援センターの機能強

化について 

 計画にあるように、地域包括支援センター

は、地域包括ケアシステムの中核となる機関で

あり、高齢者福祉のあらゆる分野を総合的に見

ていく調整役です。今回、１５に増やす計画で

すが、まだまだ足りないのではないか。将来的

にはもっと増やしていくべきではないか。 

 

今回の地域包括支援センターの公募におい

ては、国から示された基準である日常生活圏域

にもとづき、１５箇所に増設する予定としてい

ます。 

今後は高齢者人口の伸び等も勘案し、検討を

していきます。 
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20 

地域包括支援センターの在り方について 

（１）民間に委託されている地域包括支援セン

ターにおいては、介護サービス利用者を自事業

所に囲い込んでいるという批判も一部にあり

ます。地域の様々な事業者とも連携するスタン

スと中立・平等を保てるようなシステムが必要

だと思う。行政として追跡調査が必要ではない

か。 

（２）民間事業者が地域包括支援センターを担

うと、利潤追求が優先され、行政が期待する役

割を発揮できない懸念がある。実際に、虐待や

認知症サポート、高齢者の相談業務にどのよう

に関わっているのか、公表して頂きたい。 

 

（１）各委託先の地域包括支援センターには、

運営上の基本的な考え方や理念・業務方針を盛

り込んだ「基本方針・運営指針」を示していま

す。また、地域包括支援センター運営協議会を

設置し、各地域包括支援センターの事業報告

書・事業計画書等の報告を行い、適正な運営を

図るための協議を行っています。 

（２）和歌山市では、介護保険法施行規則第１

４０条の６７にもとづき、社会福祉法人や医療

法人といった法人に地域包括支援センターの

運営を委託しています。 

・虐待対応…和歌山県・和歌山市の高齢者虐待

対応マニュアルにもとづき、地域包括支援セン

ターや市職員が対応しています。 

・認知症サポート…認知症相談会や認知症サポ

ーター養成講座といった事業を地域包括支援

センターと協力して行い、市民への普及啓発活

動に努めています。 

・相談業務…地域包括支援センター等の関係機

関との連携を図り、相談支援体制の構築を図っ

ています。 
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４２・４６ページ 認知症対策について 

 早期発見のためには、「かかりつけ医」の役

割が期待されます。医師会の協力も得て、開業

医に対する研修や協力依頼、啓発活動を強化し

ていただきたい。 

 

認知症対策については、国の認知症施策推進

５か年計画（オレンジプラン）に基づいて進め

ているところですが、早期診断・早期対応につ

いては、「かかりつけ医」を対象とした研修会

の実施や、市の事業（家族支援等）や地域資源

の情報を啓発して頂けるよう協力依頼をして

います。今後もさらに強化してまいります。 
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５６ページ 基本チェックリストの活用いつ

いて 

（１）要介護認定を受ける権利を阻害するおそ

れがあり、窓口では、相談者の意向を確認する

ことが担保されなければならない。 

（２）基本チェックリストによる相談受付担当

者は専門的知識と経験を積んだ者でなければ

ならない。地域包括支援センターが行うことに

なるのか、市役所で対応するのか、明確にし、

専門家を配置する条件を付すべきである。 

基本チェックリストの活用・実施の際には、

質問項目と併せ、利用者本人の状況やサービス

利用の意向を聞き取った上で、振り分けを判断

し、地域包括支援センターにおいて介護予防ケ

アマネジメントを開始することになります。 

市町村窓口においては、必ずしも専門職でなく

てもよいことになっておりますが、頂いたご意

見も考慮した上で、配置をしていきます。 
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５８ページ 世代間交流について 

 児童生徒が福祉施設を訪問したり、行事に高

齢者を招待したりすることはもっと推進する

べきだ。学校においても体験学習に位置付けて

取り組むべきである。 

 

現在、各学校では、小学生が、地域の高齢者

福祉施設を訪問したり、高齢者を学校にお招き

したり、また、中学校では、職場体験等で、地

域の福祉施設を訪問するなど、体験活動を重視

した世代間交流の取組を進めています。 
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６２ページ 障害者福祉との調整について 

 ６５歳以上の障害のある方が介護保険と共

通するサービスを受ける場合は、介護保険サー

ビスが優先されるということに関して、計画で

も触れられているように難しい問題がある。障

害の特性に配慮した対応が必要であり、利用者

と家族の状況や意向を踏まえた対応がなされ

るようにするべきである。 

 

ご意見のとおり、適切なサービスが利用でき

るよう、今後も施策を検討し進めていきます。 
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６６ページ 公共建築物のバリアフリー化に

ついて 

（１）災害時に最も困難を伴う高齢者や障害者

にとって、避難所のバリアフリー化は喫緊の課

題である。学校における体育館などはまだまだ

遅れている。年次計画を立てるべきだ。 

（２）手すりについて、ステンレスや金属製の

ものは夏は熱く、冬は冷たく、高齢者や障害者

に優しくない。ウレタン素材がいいという話も

聞いたことがあるが、改善できないか。 

 

（１）平成２５年度末現在、伏虎中学校を除く

全小中学校については、一部に１０センチ程度

の薄板の設置を必要とする体育館があるもの

の、車椅子で入退館できるように最低１箇所は

スロープを設置しています。 

 全ての出入り口をバリアフリー化するには

多額の費用が必要となるが、施設整備計画を策

定する際にはその点も考慮して、できるだけバ

リアフリー化を進めてまいります。 

（２）樹脂製の手すりはステンレス製に比べる

と、熱さや冷たさの感じ方が人に優しいものと

思われますが、ステンレス製の手すりは耐久性

に優れているので、用途に合わせた材料選択が

必要と考えています。 
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８６ページ 社会福祉法人等による利用者負

担額の減額措置について 

 この制度を実施している社会福祉法人が少

ない。なぜなのか、行政は原因をはっきりさせ

て、具体的な成果をあげるべきだ。 

 

今後も引き続き当事業の周知を行い、軽減を

実施している社会福祉法人の情報を提供でき

るように取り組んでまいります。 
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人材確保について、 

（１）若者が高齢者介護の道に進む接点をもっ

と増やすべきだ。高等学校にコースを創ること

も一案ではないか。県下の高校では通信過程で

入れているところもあると聞く。 

（２）介護福祉士の養成学校へ通う生徒に修学

資金制度を創ってほしい。国の制度があるが、

枠が少なすぎる。和歌山市として手をさしのべ

てほしい。 

 

（１）現在、高齢化社会に向けての施策が重要

で、これからは若者たちにもその一翼を担って

いただかなければならない時代となっていま

す。今後、介護職等の需要が見込まれ、学校の

進路確保として理解できますが、医療・福祉系

のコースとなれば、指導人材確保、機器導入や

施設の建設、カリキュラムの編成等、学校のみ

で検討できない数々の課題が挙げられます。和

歌山市立和歌山高等学校では現在 3 学科を設

置している現状があり、新しい学科を設置する

ことは難しいと考えられますが、県、市、市教

育委員会の包括した今後の検討課題の１つと

したいと思います。 

（２）今後の施策の参考にさせていただきたい

と思います。 

 


